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諮問第４号 

 

審査請求の諮問について 

 

 生活保護費返還金の督促処分及び納入催告に対して、次のとおり行政不服審査法（

平成２６年法律第６８号。以下「法」という。）第２条の規定に基づく審査請求が提

起されたので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の３第７項の規定

により諮問する。 

 

令和８年９月１１日 

渋谷区長  長 谷 部  健 

 

１ 審査請求人 

渋谷区在住者 

２ 処分庁 

渋谷区長 

３ 審査請求の年月日 

令和８年１月３０日 

４ 審査請求の内容 

処分庁は、審査請求人に対し、生活保護費返還金の納付を求めて令和７年１１月

２８日付けで地方自治法第２３１条の３第１項に基づく２件の督促処分（以下「本

件各処分」という。）を行うとともに、同日付けで過去の生活保護費返還金の未納

額に係る納入催告（以下「本件通知」という。）を行った。 

このことについて、審査請求人は、返還の義務がないこと等を理由に、本件各処

分及び本件通知の取消しを求めるものである。 

５ 裁決の趣旨及び理由 

⑴ 裁決の趣旨 

本件審査請求のうち、本件通知の取消しを求める部分については却下し、本件

各処分の取消しを求める部分は棄却する。 

⑵ 裁決の理由 
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本件通知は、法第１条第２項にいう「処分」ではなく、審査請求の対象とはな

り得ないため、本件通知の取消しを求める審査請求は不適法なものである。 

本件各処分は、年金支給額の増額に伴い保護変更決定を行い、生活保護費の返

還を求めたにもかかわらず、審査請求人がこれに応じなかったことを理由として

行われたものであり、違法又は不当な点は認められない。 

 

（説明） 

 地方自治法第２３１条の３第７項の規定により、諮問する。 

 


